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“地域熱供給”のバーチャル工場見学サイトが開設されました！

この施設は下記エリアで熱供給を受けています

東京臨海副都心地域
（東京臨海熱供給㈱）

TOYOTA ARENA TOKYO
TOYOYA ARENA TOKYOは、昨年10月にお台場
エリアの「青海」に開業した次世代型スポーツア
リーナだ。Bリーグ「アルバルク東京」のホーム
アリーナであるとともに、様々なスポーツやコン
サート等の会場としても活用される。「圧倒的な
面積を誇るLEDビジョン」や「上質なホスピタリ
ティ・サービス」により、ライブエンターテイメ
ントの興奮や感動を増幅させ、これまでにない観
戦体験を提供する。世界に向けて新たな文化を発
信していくこの最新鋭施設でも、大幅なCO2排出
削減に貢献する地域熱供給が採用されている。

①インタビュー
最近の熱供給事業者別排出係数制度の動向と活用への期待
松井 充希（資源エネルギー庁 電力・ガス事業部 ガス市場整備室）

②レポート
　2050年カーボンニュートラルを目指して。
　清掃工場廃熱を活用した地域熱供給普及への期待
一般社団法人 日本熱供給事業協会

特　集

清掃工場廃熱を活用した地域熱供給の
普及拡大について考える

ⒸTOYOTA ARENA TOKYOⒸTOYOTA ARENA TOKYO



TOYOTA ARENA TOKYO は、B リーグ 1 部所属のプロバス

ケットボールクラブ「アルバルク東京」のホームアリーナだ。ア

ルバルク東京は 1948 年の創部（前身：トヨタ自動車㈱男子バスケ

ットボール部）以来、複数回のリーグ制覇、天皇杯制覇を成し遂

げてきた。2016 年 B リーグ発足後も日本のクラブで初めてアジア

制覇を達成するなど輝かしい歴史を誇る。今年の天皇杯覇者とし

ても記憶に新しい。B リーグのレギュラーシーズンは、1 チームあ

たり年間 60 試合が開催される。TOYOTA ARENA TOKYO の

MAIN ARENA では、アルバルク東京がその半分にあたる 30 試

合を戦う。約 1 万席に囲まれたアリーナの熱狂は、ぜひ一度体感

してみたいものだ。なお、TOYOTA ARENA TOKYO では不定

期で「TOYOTA ARENA TOKYO ARENA TOUR」を実施して

いる。普段入ることができない舞台裏を見るのもオススメだ。

C O N T E N T S
02� 熱供給がある街◯50�◆�お台場エリアの新スポット

TOYOTA ARENA TOKYO
03� InterView�◆�伝えたい熱がある。研究者の原点◯23

国土交通省 国土技術政策総合研究所
 住宅研究部 住宅ストック高度化研究室長

宮田 征門
04� 特集�◆�

 清掃工場廃熱を活用した
 地域熱供給の普及拡大について考える
� ①インタビュー／
� 　最近の熱供給事業者別排出係数制度の動向と活用への期待

 松井 充希（経済産業省�資源エネルギー庁
電力・ガス事業部�ガス市場整備室�専門職（CN推進担当））

②レポート／
� 　2050年カーボンニュートラルを目指して。
� 　清掃工場廃熱を活用した地域熱供給普及への期待

（一社）日本熱供給事業協会

08 連載�◆�

未利用排熱活用による省エネとカーボンニュートラルへの取組み
� 〜建築物から地域への展開〜③（最終回）

 地域熱供給で排熱回収システムを活かす：
 向く地域と“入れられる規模”
 田中 翔大（長崎総合科学大学�講師）

12 Communication�Square�◆�

平常時・非常時に地域に貢献！
 むつざわスマートウェルネスタウンの面的エネルギーサービス事業

14 連載�◆�Go�To�カーボンニュートラル！ミリエネ・サイエネ・最前線⑬

アミン含有ゲル活用CO2分離回収技術（㈱JCCL）

16 連載�◆�Close�up�town!!�全国熱供給エリア紹介◯28

中部国際空港島地域（中部国際空港エネルギー供給㈱）

18� NEWS FLASH
� ①�資源エネルギー庁主催セミナーを全国2都市およびオンラインで開催
� ② 展示会「エコプロ2025」に資源エネルギー庁ブースを出展
� ③ 都市東京事務所長会の例会においてプログラム提供および講演を実施
� ④「熱供給事業におけるDX事例報告会」を開催
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○50 お台場エリアの新スポット
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TOYOTA ARENA TOKYO
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新交通ゆりかもめ「青海駅」徒歩約4分、
りんかい線「東京テレポート駅」徒歩約5分、他。

TOYOTA
ARENA
TOKYO

イマーシブ・
フォート東京

青海東
臨時駐車場

お台場海浜公園駅

あけみ橋

のぞみ橋

首都高速湾岸線
国道357号

りんかい線

フジテレビ本社

デックス
東京ビーチ

ダイバーシティ
東京プラザ

東京テレポート駅

青梅駅 ゆりかもめ

青海北
臨時駐車場

Ⓒ TOYOTA ARENA TOKYOⒸ TOYOTA ARENA TOKYO

TOYOTA ARENA TOKYO
住　　所：�東京都江東区青海1-3-1
施　　設：�MAIN�ARENA、SUB�ARENA、レンタルのニッ

ケン�JOINT�PARK、adidas�SPORTS�PARK等
席　　数：�約10,000席（MAIN�ARENA）
施設利用のお問合せ：TOYOTA�ARENA�TOKYOの

HPからお問い合わせください。
試合情報等：アルバルク東京のHPをご覧ください。

●TOYOTA�ARENA�TOKYO
https://www.toyota-arena-tokyo.jp/
●アルバルク東京
https://www.alvark-tokyo.jp/
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主な研究テーマを教えてください。
宮田　国土技術政策総合研究所は、

国土交通省の政策立案支援のための

研究機関で、私は建築物の省エネや

脱炭素推進に関する研究を行ってい

ます。特に省エネ基準適合義務化に

向けた評価ツールに関わる研究開発

に注力してきました。

評価ツールと言いますと？
宮田　通称「Web プログラム」と

呼ばれている建築物の一次エネルギ

ー消費量の計算・評価ツールです。

前職の建築研究所時代に、省エネ基

準が努力目標から適合義務へと動き

出す中で、約 5 年間この研究開発に

没頭しました。幅広い分野の方々と

議論を重ねて方法論を検討し、計算

プログラムを構築していきました。

研究職を選んだ理由は何ですか？
宮田　子どもの頃に阪神・淡路大震

災を体験し、建築分野で社会に貢献

できる人になりたいと考えました。

その後、京都で開催された COP3

や大学で受けた授業を通じて、これ

からは環境設備の時代になると考え、

建築設備を専門とする研究室に進み

ました。大学院ではシミュレーショ

ンを活用した研究を行い、そこで得

た知識やノウハウを社会に還元した

いと考え、研究職を選択しました。

今後の課題・展望を教えてください。
宮田　建築分野では人材不足が大き

な課題となっており、その解決には

AI の積極的な活用が不可欠だと考え

ています。Web プログラムはデータ

収集装置としての役割も担っており、

これまでに約 10 万件に及ぶ実建物

データの蓄積に成功しています。今

後は、これらのデータを活用して

AI を育成し、設計実務や確認審査

の現場を支援するための研究開発を

進めていきたいと考えています。

伝えたい熱がある。研究者の原点◯23

阪神・淡路大震災と第3回気候変動枠組条約締約国会議（COP3）の体感が導いた研究職

INTER
VIEW

Miyata Masato
福井県あわら市生まれ、兵庫県神戸市育ち。2003年京都
大学工学部建築学科卒業、2008年京都大学大学院工学研
究科博士課程修了。博士（工学）。独立行政法人建築研究所
等を経て、2014年より国土交通省国土技術政策総合研究所。
建築研究部環境・設備基準研究室主任研究官、住宅研究部建
築環境研究室主任研究官を務め、2025年より現職。主な
研究テーマは「非住宅建築物のエネルギーシミュレーション
の開発」「建築設備システムの省エネルギー」「建築設備のコ
ミッショニング」。受賞多数。

国土交通省 国土技 術政 策 総合研究所
住宅研究部 住宅ストック高度化研究室長

宮田 征門宮田 征門
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─2024年4月に熱供給事業
者別排出係数が導入されました。
「温室効果ガス排出量算定・報
告・公表制度における算定方法検
討会」（以下、算定方法検討会）
や「温対法に基づくガス事業者及
び熱供給事業者別排出係数の算出
方法等に係る検討会」（以下、係
数検討会）において検討された主
なポイントをお教えください。
松井　熱供給事業者の排出係数は、

2024 年 4 月 1 日に施行された「熱

供給事業者ごとの基礎排出係数及び

調整後排出係数の算出及び公表につ

いて」に基づき導入されました。本

誌 129 号でも特集されていましたが、

2050 年カーボンニュートラル実現

に向けて、熱供給事業者が自ら温室

効果ガス排出量を算定することで、

自主的に排出削減に取り組むことが

期待されています。また、熱供給業

界からも、それまで CO2 排出原単

位低減のために努力をしても、特定

排出者注 1 は省令で定められた排出

係数 0.0532tCO2/GJ で排出量を算定

して報告をしなければいけなかった

ので、各事業者の努力が評価できる

形で熱の SHK 制度を導入すること

が要望されていたと伺っております。

その後、現在にかけては、様々なメ

ニューの創設や、抜け殻熱（再エネ

効果分をクレジットとして別に取引

した後の排出削減効果が主張できな

い熱）の措置など、算定方法につい

て引き続きアップデートを行ってい

る状況です。

─廃棄物焼却の廃熱利用の際の
排出係数の取扱いの変更などを含
めて、熱のSHK制度に関する最
近の取組みと、制度活用のメリッ
トについてお聞かせください。
松井　全国の産業分野からの排ガス

には、743PJ/ 年の熱量が存在する

と推定されています（未利用熱エネ

ルギー革新的活用技術研究組合技術

開発センター「産業分野の排熱実態

調査報告書」2019.3）。カーボンニ

ュートラルの推進を考える上では、

今まで捨てていたものを価値のある

ものとして有効活用する視点が大事

です。その意味で、従来捨てられて

2024 年４月に熱供給事業者別排出係数制度（以下、熱の SHK 制度）が導入された。「温対法に
基づくガス事業者及び熱供給事業者別排出係数の算出方法等に係る検討会」では、熱供給事業者
のカーボンニュートラルの取組みに対する適切な成果の反映や事業者の円滑な利用の向上等を図る
ために、必要な措置等について継続的に議論が進められてきた。その中で昨年 10 月には、廃棄
物の焼却に係る廃熱利用時の排出係数への反映方法について議論を行い、本年 2 月に通達の改正
が実施された。ここでは検討会の事務局である資源エネルギー庁 電力・ガス事業部に、改正に至
ったねらい等を伺うとともに、カーボンニュートラルに向けた清掃工場廃熱活用の可能性について
整理を行う。

清掃工場廃熱を活用した清掃工場廃熱を活用した
地域熱供給の普及拡大について考える地域熱供給の普及拡大について考える

特 　 集

最近の熱供給事業者別排出係数制度の動向と
活用への期待

松井 充希
経済産業省 資源エネルギー庁 電力・ガス事業部 
ガス市場整備室 専門職（CN推進担当）

①インタビュー
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熱の使用に伴う温室効果ガス排出量の算定方法の変更

廃熱の使用量

産業用蒸気の使用量

その他の熱の使用量

×産業用蒸気排出係数

×事業者別排出係数

従来の算定

廃熱も産業用蒸気の係数等を用いて算定

見直し後の算定

廃熱の使用量

産業用蒸気の使用量

その他の熱の使用量

×産業用蒸気排出係数

×事業者別排出係数

×廃熱排出係数（係数0）

廃熱の係数（0）を用いて算定

熱の使用に伴う排出量の算定方法

いた廃棄物焼却にかかる廃熱を、価

値あるものと制度側で位置づけて、

活用者にインセンティブを付与する

ことが必要でした。その一方で、清

掃工場等の廃棄物処理施設で発生し

た廃熱を他人に供給した場合の係数

の取扱いは、排出側でも購入側でも

産業用蒸気の省令値を計上するルー

ルになっており、CO2 排出量の二

重計上の状態となっていました。そ

の点を改めて整理して、令和 7 年度

実績（令和 8 年度報告）から熱供給

事業者の皆様が、清掃工場から得た

焼却廃熱については排出係数を 0 と

して算定・報告できるように改正を

行いました。これを機会に、ぜひ積

極的に清掃工場の廃熱を活用いただ

いて、算定時の排出係数の低減を進

めていただければと思っているとこ

ろです。

─清掃工場の廃熱の排出係数の
取扱いについては、検討会でどの
ような議論がありましたか。
松井　算定方法検討会では、廃棄物

焼却の廃熱を利用した際の価値、す

なわち排出係数が 0 になるという価

値を販売側と購入側のどちらが享受

すべきかという点に関する議論が大

きかったです。①廃熱を出した側、

すなわち清掃工場側が廃熱を提供し

た分の排出係数を 0 にする考え方と、
注1：�温対法に基づき一定量以上の温室効果ガスを排出する

企業。エネルギー使用量が原油換算で1,500kL以上の
事業などが対象。

②廃熱を購入・利用する側で、得た

廃熱の排出係数を 0 とする考え方が

あり、その中で、メリットやデメリ

ット、コストや手間等を多面的に評

価して、今回は廃熱を利用する側の

インセンティブを訴求すべきではな

いかという観点から、廃棄物焼却に

かかる廃熱利用は、②廃熱の利用側

で排出係数を 0 とすることが制度上

で措置されました。それは間接的に

清掃工場側のインセンティブにもつ

ながってくると理解しております。

係数検討会においても、算定方法検

討会での議論を踏襲する形で、熱供

給事業者が廃熱を購入し、特定排出

者に供給する場合は、事業者別係数

の算定時に廃熱の係数を０として算

定できるようにするという結論に達

しました。

─清掃工場側のインセンティ
ブにもつながるというのは、ど
のような評価がなされているの
でしょうか。
松井　制度上で清掃工場の廃熱が価

値あるものと位置付けられたことで、

廃熱の「引取り手がいる」「ニーズ

がある」と明示されました。廃熱が

商品の一つとなることが認知される

という意味で、清掃工場側にもイン

センティブになるのではないかと考

えているところです。

─今後の熱のSHK制度活用への
期待についてお聞かせください。
松井　今後の期待としては、将来的

に全ての熱供給事業者の皆様に排出

係数の算定・報告・公表をいただき、

さらに、例えば廃熱の利用率、活用

率を数値化することで、今後のさら

なる廃熱利用の促進に繋げていきた

いです。そのためにも、今後も制度

の理解増進に努めていきます。さら

には、廃熱に限らず、下水熱や海水

熱など地域や立地に依存する独自の

未利用エネルギー・再生可能エネル

ギーもたくさんありますので、そう

いったものをご活用いただいて、需

要家側の脱炭素に貢献いただけたら

大変ありがたいと考えています。

　なお、近年は天災の激甚化が進ん

でおり、第 7 次エネルギー基本計画

でもレジリエンスの観点から地域熱

供給というモデルの有効性を記載し

ています。また、人口減少による地

域各施設の保安人材の減少も危惧さ

れています。熱供給事業が地域で担

える役割は多いかと思います。今後

の地域熱供給のさらなる普及拡大を

期待しております。

特集：清掃工場廃熱を活用した地域熱供給の普及拡大について考える
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清掃工場（ごみ焼却施設）の発電効率別の施設数
（出典）�環境省報道発表「一般廃棄物の排出及び処理状況等（令和5年度）

について」令和7年3月27日

清掃工場（ごみ焼却施設）の種類別施設数の推移
（出典）�環境省報道発表「一般廃棄物の排出及び処理状況等（令和5年度）

について」令和7年3月27日

清掃工場（ごみ焼却施設）の余熱利用の推移
（出典）�環境省報道発表「一般廃棄物の排出及び処理状況等（令和5年度）

について」令和7年3月27日
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2050 年カーボンニュートラルを目指して。
清掃工場廃熱を活用した地域熱供給普及への期待

（一社）日本熱供給事業協会

②レポート

清掃工場は全国に1,004 施設
　清掃工場注 2 は全国で 1,004 施設が整備されている（整

備中含む、令和 5 年現在）。そのうち、72.1％にあたる

724 施設で余熱利用が実施されている。利用方法は、施

設内の暖房・給湯での利用や、施設外の温水プール等へ

の温水・熱供給、地域への熱供給等のほか、発電利用が

見られる。発電設備を所有する清掃工場は 411 施設で、

全体の 40.9％を占めている。発電効率が 20％を超えて

いる施設は約 14％の 58 施設で、ガス火力発電所の発電

効率が 60％を超えることを考えると、清掃工場での発

電効率は総じて高くない。

蒸気としての廃熱活用が高効率
　清掃工場の廃熱を蒸気として供給する場合は、約 90

％の熱を最小限のロスで有効活用できると言われており、

エネルギー効率は発電利用と比べて 2 倍以上良いとされ

る。これはゴミを燃やした時に出るガスに塩化水素等が

含まれているため、ボイラー配管の維持のために最高で

も 450℃程度までしか温度を上げられないことが理由で

あり（ガス火力発電所は 1,600℃の燃焼ガスで発電）、熱

として活用を図ることが非常に効率的であるとわかる。

この度の SHK 制度の改正により、地域熱供給では清掃

工場廃熱を排出係数 0 で受けることができ、需要家の温

室効果ガス排出量削減にも大きく貢献できる。

たくさん眠っている未利用エネルギー
　古いデータだが、平成 22 年度の経済産業省の委託調

査の結果では、ごみ焼却廃熱の未利用エネルギー活用可

能量は 91,357TJ/ 年とされている。全国の熱供給事業の

令和 5 年度販売熱量 23,559TJ を大きく上回る未利用エ

ネルギー量である。また、佐賀の清掃工場では CO2 を

回収し、周辺に誘致された施設園芸農家や植物工場、藻

類培養事業者へ提供している事例も出てきている。近く

に立地することが避けられがちな清掃工場であるが、大

規模な熱の需要地である都市に立地させて廃熱を活用す
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清掃工場廃熱を活用する地域熱供給事例
　街に必要とされる熱の製造を行う熱供給プラントから、
熱源となっている清掃工場までの距離は、約 80m〜約

清掃工場廃熱を地域で面的に活
用するその他の事例

清掃工場廃熱を地域で活用している実例

ることは、脱炭素社会の実現を目指す上で大きな意義が

ある。都市内の熱需要を集約できる地域熱供給との相性

は相当強い。

清掃工場廃熱活用は、すでに5つの地域熱供給で実現
　実際に日本の熱供給事業でも、5 地域で清掃工場の廃

熱が活用されている。その中には、原・燃料使用量の

80％以上を清掃工場の廃熱で賄っている事例もある。ま

た、熱供給事業法の適用外でも地域の熱源としての活用

事例があり、武蔵野市では市役所周辺という市の中心部

に清掃工場を置き、廃熱活用を行っている。

　2050 年カーボンニュートラル実現を目指して、清掃

工場を都市のエネルギー源として捉え直すことには大き

な意義がある。都市での清掃工場廃熱活用地域熱供給の

導入が全国で進展することが期待される。

注2：�本稿記載の「清掃工場」とは、環境省報道発表「一般廃棄物の排出及び
処理状況等（令和5年度）について」内で分類されている「ごみ焼却施
設」のことを指す。
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・�（一社）日本熱供給事業協会「熱供給事業便覧（令和6年版）」、令和7年3
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・�環境省報道発表「一般廃棄物の排出及び処理状況等（令和5年度）につい
て」令和7年3月27日、https://www.env.go.jp/recycle/waste_tech/
ippan/r5/data/env_press.pdf（2025.12.16閲覧）

・�日本環境技研「面的エネルギー利用・地域熱供給の実態調査・普及促進検
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・�藤井実「廃棄物の特性に合わせた焼却熱の効率的な産業利用」日本学
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ギー分野の展望』（2025.12.1）資料、https://www.scj.go.jp/ja/
event/2025/385-s-1201.html（2025.12.16閲覧）

・�佐土原聡「地域エネルギーシステムの基礎となる地域冷暖房、その変遷と現
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札幌市真駒内地域
熱供給事業者：北海道地域暖房㈱
プラントの設置場所：北海道札幌市南区
廃熱供給源：駒岡清掃工場
廃熱供給導管敷設距離：約4㎞

千葉ニュータウン都心地域
熱供給事業者：㈱千葉ニュータウンセンター
プラントの設置場所：千葉県印西市
廃熱供給源：印西クリーンセンター
廃熱供給導管敷設距離：約1㎞

光が丘団地地域
熱供給事業者：東京熱供給㈱
プ�ラントの設置場所：東京都練馬区
廃熱供給源：光が丘清掃工場
廃熱供給導管敷設距離：約80m

品川八潮団地地域
熱供給事業者：東京熱供給㈱
プラントの設置場所：東京都品川区
廃熱供給源：品川清掃工場
廃熱供給導管敷設距離：約1.5㎞

武蔵野クリーンセンター
所在地：東京都武蔵野市
活用先：�熱＝市役所、総合体育館＆温

水プール、中学校プール
　　　　�電力＝市役所、総合体育館、

コミュニティーセンター、広場
街灯

佐賀市清掃工場
所在地：佐賀県佐賀市
活用先：熱＝植物工場
　　　　CO2＝藻類培養、植物工場

東京臨海副都心地域
熱供給事業者：東京臨海熱供給㈱
プ�ラントの設置場所：東京都江東区（有明
南プラント）、港区（台場プラント）

廃熱供給源：有明清掃工場
廃熱供給導管敷設距離：
約4km（清掃工場と2プラントまでの総延長）

4㎞までの実例がある。廃熱を供給する導管を敷設でき
るのであれば、少し離れた場所の清掃工場の廃熱も活用
できる可能性がある。

特集：清掃工場廃熱を活用した地域熱供給の普及拡大について考える
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図1　東京23区における熱供給（DHC）地域の分布と候補地域の抽出条件

1．はじめに
前 2 回では、病院建物における熱回収ヒートポンプ

（HRHP）を用いた排熱回収システムの導入効果を、寒

冷地・非寒冷地の違いも含めて紹介した。第 3 回は視点

を建物単体から地域単位へ広げ、地域熱供給（DHC）

において「冷房で捨てていた熱（冷房排熱）」を給湯・

暖房などの温水需要へ面的に活用するために、まず “ ど

の地域が向きそうか ”“ 入れるとしたらどれくらいの規

模感か ” を検討する。なお本稿では、省エネ量や CO2

削減量の算定・費用対効果といった「導入効果」までは

踏み込まない。計画初期に必要な①対象抽出、②需要家

構成の見える化、③需要の同時性（重なり）の指標化、

④想定 HRHP 容量の目安提示に焦点を当てる。

2．対象地域の抽出と代表地域の選定
地域熱供給事業便覧（令和 6 年度版）に掲載された東

京 23 区内の DHC 地域を母集団とし、（i）需要家建物に

「宿泊」または「医療」を含む、（ii）温水を供給している、

の 2 条件を満たす地域を候補として抽出した（図 1）。

この 2 条件は、冷房排熱（供給側）と温水需要（需要側）

を “ 同時に成立させやすい ” 用途が存在すること、なら

田中 翔大
長崎総合科学大学 講師

載連

第　3　回
（最終回）

未利用排熱活用による省エネとカーボンニュートラルへの取組み

～建築物から地域への展開～

地域熱供給で排熱回収システムを活かす：
向く地域と “入れられる規模”
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図2　候補DHC地域の需要家用途構成（延床面積割合）の比較

びに温水配管・熱交換といった受け皿が地域として既に

備わっていることを重視したものである。

次に各候補地域について、地理情報システム（GIS）

の分析ソフトである ESRI ジャパン㈱の Arc GIS pro を

用いて、電子地図上で地域境界を重ね、建物の形状に用

途ラベル（事務所、商業、宿泊、医療、教育、文化、官

公庁、興行、住居など）を付与し、延床面積を集計して

用途構成（延床面積割合）を比較した（図 2）。ここで

整理した用途構成は、その地域が「どんな建物の集まり

か」を一目で示す “ プロフィール ” であり、夏の冷房需

要と、通年の温水需要（給湯＋暖房）の傾向を大まかに

把握できる。

代表例として本稿では竹芝地域を取り上げる。選定の

考え方は次の 3 点である。①事務所が支配的で冷房需要

が大きい一方、宿泊用途も含むため給湯需要が通年で一

定程度存在し、排熱の使い先が見えやすい。②地域規模

が過大でなく、既設熱源に対する HRHP 比率を「計画

スケール感」として提示しやすい。③便覧情報と GIS

整備が比較的整合している。

図 3 に竹芝地域の地域境界と需要家建物の配置を示

す。建物形状のデータや地図は㈱ゼンリンの詳細地図を

ベースに作成・抽出した。DHC の計画初期では、熱源

方式や配管条件以前に「どんな用途がどれだけ集まって

いるか」が成立性を左右する。そのため、用途構成を数

値で見える化して比較することが重要になる。

3．原単位による時刻別熱負荷の推計と「重なり」の考え方
用途別延床面積に熱負荷原単位を乗じ、各月の代表日

における時刻別の冷熱負荷と温熱負荷（給湯＋暖房）を

推計した（図 4）。推計に用いた熱負荷原単位は、（公社）

空気調和・衛生工学会 空気調和設備委員会報告書の原

単位を用いた。本稿では「各月の代表日× 24 時間」を

一連の時系列として扱い、地域内で合算した冷熱負荷や

温熱負荷（暖房＋給湯）を示している（実測ではなく推

計である点に注意）。ここで重要なのは、冷房排熱を温

水へ回せるのは「冷熱負荷」と「温熱負荷」が同時に存

在する時間帯に限られる点である。

夏は冷房需要が大きいので、回収元になる「捨ててい

た熱（排熱）」は多い。しかし給湯や暖房など温水の需

要は小さく、回収しても使い先が足りない時間が出やす

い。逆に冬は温水の需要は大きいが、冷房が減るため回

収できる熱そのものが少なくなりやすい。つまり季節に

よって「出る熱」と「使う先」がずれると、熱回収は成

立しにくくなる。

そこで本稿では、各時間帯について「回収できる量」

と「使い先の量」を比べ、小さい方が “ その時間に実際

に利用できる熱量 ” だと考えた。回収できる熱が多くて

も使い先が少なければそれ以上は回せず、使い先が多く

ても回収できる熱が少なければそれ以上は回せない、と

いう意味である。

そして、この “ 実際に利用できる熱量 ” を大きい順に

図3　検討DHC地域の地域境界と需要家建物の配置
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並べ、「どれくらいの時間、どれくらいの量が成立するか」

を示したのが図 5 である。通年のデータと冬期（12 〜

3 月）だけを比べると、冬期は温熱負荷が大きいため、

重なり（成立量）が大きい状態が長い時間続きやすい。

これは、冬は給湯や暖房などの温水需要が増え、回収し

た熱の “ 使い先 ” が確保されやすいからである。

一方、夏は冷房が大きく回収できる熱は多いが、温水

需要が小さいと使い先が足りず、回収した熱が余ってし

まいやすい。したがって夏に熱回収を活かすには、給湯

需要が大きい用途（宿泊・医療など）を組み合わせる、

厨房やプールなどの温水需要を取り込む、あるいは他用

途へ融通できる仕組みを用意することが計画上のポイン

トになる。

4．HRHP容量の目安：通年運転案（約5,000MJ/h）と冬期重点案（約10,000MJ/h）
計画段階で「最大値（ピーク）」に合わせて設備容量

を決めてしまうと、ピーク以外の多くの時間帯で設備が

余り、思ったほど使われない設備になりやすい。そこで

図 5 に示すデュレーションカーブの傾きが変わる “ 折

れ点 ” に注目した。

本稿ではこの折れ点を容量の目安として、通年カーブ

の折れ点付近（約 5,000MJ/h）を「通年運転を狙う標準

案 」、 冬 期（12 〜 3 月 ） カ ー ブ の 折 れ 点 付 近（ 約

10,000MJ/h）を「冬期の成立をより拾う重点案」とし

て提示する。

この 2 案は、どちらが正解という話ではなく、運用の

考え方（狙い）の違いである。標準案（5,000MJ/h）は

容量が小さい分、平均負荷率が高くなりやすく、年間を

通 し て “ 堅 実 に 回 す ” 運 用 に 向 く。 一 方、 重 点 案

（10,000MJ/h）は冬期に回収できる範囲を広げられるが、

通年で見ると低負荷で動く時間が増えやすい。したがっ

て、重点案を選ぶ場合は「冬期中心に運用する」こと、

または「夏期にも使い先（温水需要）を確保する」こと

を前提に検討するのがよい。第 2 回で述べた通り、設備

図5　冷熱負荷と温熱負荷の“重なり”のデュレーションカーブ（通年 vs 冬期12〜3月）
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期に回収できる範囲を広げられる反面、容量が大きい分

だけ平均負荷率は下がりやすい。したがって重点案は、

「冬期の稼働を主目的とする」あるいは「夏期にも使い

先（温水需要）を確保する」といった運用方針とセット

で位置付ける必要がある。

［留意点（計画初期の見立てとして）］

本稿は、便覧情報と原単位による推計に基づくため、

実際の運用や詳細設計を決めるには追加の精査が必要で

ある。例えば、地域ごとの供給・戻り温度などの温度条

件、既設熱源の運転制約、配管損失、曜日や時間帯によ

る需要の違い、将来の需要変化などにより、結果は変わ

り得る。

6．おわりに
本連載では、冷房で捨てられてきた熱を回収し、給湯

や暖房に活かす考え方を、（1）寒冷地の病院での導入事

例、（2）非寒冷地の病院への適用検討、（3）DHC 地域

への展開、の順に整理してきた。第 3 回となる本稿では、

便覧情報と GIS を用いて候補地域を抽出し、代表地域（竹

芝）の需要家構成を見える化した上で、原単位による推

計から「冷熱」と「温熱」が同じ時間にそろう量（重なり）

を整理し、熱回収ヒートポンプ（HRHP）の容量目安を

通年運転案（5,000MJ/h）と冬期重点案（10,000MJ/h）

の 2 案として示した。

今後は、複数の DHC 地域を比べながら、事務所が多

い地域、宿泊・医療が多い地域、住宅が混在する地域な

ど需要家建物の構成タイプによって「排熱を回収して使

える場面」がどれくらい増減するのか、また導入する設

備の規模感がどう変わるのかを整理していきたい。あわ

せて、排熱の使い先をどう確保するかが計画上の重要点

であることを、より具体的に示していきたい。

計画では「どれだけ大きいか」だけでなく、「どれだけ

使い切れるか（使われる時間が確保できるか）」が性能・

運用のポイントになる。

5．“規模感 ”の提示：既設熱源に対する割合と平均負荷率
最後に、提案した HRHP 容量が、既設の熱源設備に

対してどの程度の “ 追加規模 ” になるのかを整理する

（図 6a）。既設の熱源設備の容量は、地域熱供給事業便

覧（ 令 和 6 年 度 版 ） を 参 考 に し た。 こ れ を 見 る と、

DHC 事業者にとって、今回の HRHP が「主役級の増設」

なのか、それとも「既存を補うサブ設備」なのかを、規

模感として直感的に把握できる。

あわせて、代表日ベースの推計ではあるが、回収でき

た熱量を定格容量で割った平均負荷率を算定し、標準案

（5,000MJ/h）と重点案（10,000MJ/h）で “ どれくらい

使われそうか ” の違いを示す（図 6b）。平均負荷率は、

計画初期に「大きく入れたが、あまり動かない設備」に

なっていないかを確認するための簡易指標である。一般

に、標準案は容量が小さい分、平均負荷率が高くなりや

すく、通年での稼働を見込みやすい。一方、重点案は冬

図6（b） HRHPの平均負荷率（標準案5,000MJ/h vs 重点案10,000MJ/h）

図6（a） 既設熱源設備容量に対するHRHP容量の比率
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平常時・非常時に地域に貢献！
むつざわスマートウェルネスタウンの
面的エネルギーサービス事業

当協会では、令和7年11月12日に、経済産業省資源エネルギー庁および国土交通省都市局の熱供給事業関連当協会では、令和7年11月12日に、経済産業省資源エネルギー庁および国土交通省都市局の熱供給事業関連
の部署の方々を対象に、「千葉県地産地消型エネルギー面的利用モデル事例見学会」を実施しました。見学先の部署の方々を対象に、「千葉県地産地消型エネルギー面的利用モデル事例見学会」を実施しました。見学先
は、千葉県にて天然ガスを生産・供給している関東天然瓦斯開発㈱の天然ガス生産設備等と、2019年の大型は、千葉県にて天然ガスを生産・供給している関東天然瓦斯開発㈱の天然ガス生産設備等と、2019年の大型
台風で広域停電が発生した時にエネルギー面で地域に貢献したむつざわスマートウェルネスタウンの2か所で台風で広域停電が発生した時にエネルギー面で地域に貢献したむつざわスマートウェルネスタウンの2か所で
した。ここではむつざわスマートウェルネスタウンの面的エネルギーサービス事業の概要をご紹介します。した。ここではむつざわスマートウェルネスタウンの面的エネルギーサービス事業の概要をご紹介します。

むつざわスマートウェルネスタウンとは

千葉県睦沢町は、房総半島の中央部付近にある人口約

7,000 人の自治体である。上総地区屈指の穀倉地帯で、

天然ガスが豊富に埋蔵されている地域でもある。

睦沢町では、少子高齢化を背景に社会保障費が増大し

ていたことから、町の歳出を抑制するために健康支援型

のまちづくりを目指して、2013 年に「健幸まちづくり

計画」を策定。同計画をもとに、「誰もが健康でいきい

きと生活できるための拠点」整備をコンセプトに、老朽

化が進んでいた旧「道の駅」を移転新築することとし、

健康支援型の道の駅（温浴施設、直売所、レストラン）

と住宅を一体的に整備する「むつざわスマートウェルネ

スタウン基本計画」を 2014 年に策定した。この拠点形

成事業は PFI 事業で実施され、2016 年に民間事業者か

らの提案募集を経て、パシフィックコンサルタンツ㈱を

代表企業とする JV が整備・運営主体として選定された。

移住・定住促進も目的に計画と開発が進められ、「道の

駅むつざわ つどいの郷」と 33 戸の戸建ての賃貸住宅、

防災広場、ドッグラン、サイクルステーション等で構成

されたむつざわスマートウェルネスタウンが 2019 年 10

月にオープンした。

面的エネルギーサービス事業の採用経緯と概要

同タウンのエネルギー供給は、睦沢町などの地元資本

によって設立された自治体新電力の㈱ CHIBA むつざわ

エナジーが担当している。むつざわスマートウェルネス

タウン拠点形成事業の基本理念には、「地域資源（天然

ガス）を有効に活用した地産地消のエネルギーサービス

が可能となる施設の整備・運営」と「町外を含む災害時

の後方支援が可能となる施設の整備」が掲げられており、

その理念に基づいて、地元産の天然ガスを活用したコー

ジェネ、そして太陽光発電（約 30kW）、太陽熱温水器

が整備され、電力と熱のエネルギーサービス事業が実施

COMMUNICATION SQUARE

系統連系困難地域での分散型電源導入の仕組み

再エネ発電
一般送配電線
（電力系統）

ガスコージェネ

自営線
道の駅

EV充電器住宅

接続制約

太陽光発電

本事業エリア

一般送配電エリア

系統連系設備

地産地消で系統への
逆潮流を抑制
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されている。

電力は敷地内に自営線を引いて、コージェネ（約

80kW × 2）と太陽光発電から、道の駅、住宅全 33 戸、

街路灯に供給されている（全需要の 4 割は系統電力から

調達）。導入されたコージェネは、系統電力で広域停電

が起きた時のためにブラックアウトスタートが可能な機

器である。熱は、コージェネの排熱と太陽熱によって、

道の駅の温浴施設に供給されている。燃料としている地

元産の天然ガスは水溶性のガスで、ガスを採取した後に

残る「かん水」（ヨウ素を含んだ太古の化石海水）をコ

ージェネ排熱で加熱して、浴槽に天然温泉を供給してい

る。

防災拠点としての整備と2019年台風対応

同タウンは、国の “ 重点道の駅 ” に指定されており、

地域の防災拠点として災害時でもエネルギー供給が持続

可能なシステムが整備された。防災広場はヘリポートと

しても活用でき、備蓄倉庫、かまどベンチ等も整備して、

町民の避難場所として稼働可能となっている。

2019 年 9 月 9 日未明に超大型の台風 15 号が千葉県を

直撃した際は、大規模かつ長期の停電が発生し、睦沢町

でもほぼ全域が停電した。同タウンはまだオープン前（町

民を対象とした先行開業の段階）ではあったが、ブラッ

クアウトスタートでコージェネを起動し、携帯電話等の

充電設備と、温浴施設のシャワーを無料開放した。復電

ガスガバナ
（整圧機）

コージェネ
（ガスエンジン

発電機）
太陽光
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受変電設備

太陽熱
温水器

熱交換器

廃熱利用
ボイラ

給湯槽

温水
配管
B

温水
配管
A

温水
配管
C

道の駅
温浴施設

住宅分電盤電力量計
（スマートメーター）

街路灯

受電設備
Aゾーン

配電線
（自営線）

引込線

ガス管A

ガス管A

屋内配線

機械室

機械室

屋内配線

給湯

電力

住宅（33戸）

電力

電力

地元産
ガス

系統
電力

面的利用のエネルギーフロー

［凡例］設備所有者
　赤文字：CHIBAむつざわエナジー
　緑文字：睦沢町
　黒文字：PFI 事業者（道の駅等運営者）

面的利用のエネルギーフロー

ガスコージェネ

災害時にシャワーと充電設備を無料開放

参加された経済産業省、国土交通省の皆さまと、関東天然瓦斯
開発㈱、むつざわスマートウェルネスタウンの関係者の皆さま

した 11 日までの 2 日間、災害で不便や不安にさらされ

た町内外の住民約 1,000 人に利用され、地域の防災拠点

として大きく貢献した。

おわりに

同タウンの電力供給システムは、計画時に電力会社か

ら逆潮流の許可が得られなかったため、自営線を使った

特定供給事業とし、再エネを活用した地域エネルギーシ

ステムが構築された。運用も、独自のエネルギーマネジ

メントシステム（CEMS）を開発して効率的に実施され

ている。エネルギー料金を域外に流出させることなく、

町内で循環できる仕組みが構築され、需要家の料金負担

を軽減しながら、事業の利益を健康まちづくり等の地域

事業に再投資することができている。 
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GoTo カーボンニュートラル！ミリエネ・サイエネ・最前線⑬

アミン含有ゲル活用COアミン含有ゲル活用CO22分離回収技術分離回収技術（㈱JCCL）（㈱ JCCL）
カーボンニュートラルを実現していくためには、カーボンニュートラルを実現していくためには、

排出削減が困難な CO排出削減が困難な CO22 を回収して利用・貯留する「CCUS」の技術が不可欠である。を回収して利用・貯留する「CCUS」の技術が不可欠である。
COCO22 分離回収技術にはいくつかの主要な方法があり、様々な事業者が開発を進めている。分離回収技術にはいくつかの主要な方法があり、様々な事業者が開発を進めている。

今回は九州大学の近くにある㈱ JCCL 本社を訪ね、今回は九州大学の近くにある㈱ JCCL 本社を訪ね、
同社が研究・開発を進める同社が研究・開発を進める

「アミン含有ゲル活用 CO「アミン含有ゲル活用 CO22 分離回収技術」についてお話を伺った。分離回収技術」についてお話を伺った。

ヘモグロビンの機能に着想
①㈱ JCCLはどのような会社なのでしょうか。

◆　㈱ JCCL は、CO2 を繰り返し吸着・分離できるアミン

含有ゲルを活用した CO2 吸収材料をコア技術に、低コスト

で高性能な CO2 分離回収技術の研究・開発を行っている

企業です。当社取締役であり、九州大学教授である星野友

氏が 2010 年頃から研究・開発した CO2 吸収材料を元に

CO2 分離回収技術の開発を始め、2020 年 10 月の菅首相（当

時）による「2050 年カーボンニュートラル」宣言を受けて、

2020 年 12 月に起業しました。

②アミン含有ゲルを活用したCO2 吸収材料とは、どの

ようなものなのでしょうか。

◆　これまでにない高性能の CO2 分離回収技術を生み出

すため、様々なアイデアを検討する中で、血液の機能に着

目したことが出発点です。血液中にあるヘモグロビンとい

うタンパク質は、大きな温度変化を伴わずに、肺と各部位

で O2 と CO2 の吸着・分離を行っています。この生体分子

を高分子で代替できれば、高効率の CO2 分離回収材料に

なると考えて研究・開発したものが、弊社のアミン含有ゲ

ルを活用した CO2 吸収材料です。この CO2 吸収材料を使

って、CO2 固体吸収剤と CO2 選択透過膜の 2 つの分離方

法を研究し、製品化を図っています。

純度99％のCO2 が省エネ・省コストで回収可
能
③CO2 の分離回収方式は様々あるかと思いますが、違

いや優位性を教えてください。

◆　従来のアミン吸収液を用いた CO2 分離回収法（化学

吸収法）では、CO2 の分離や回収時の水分除去のために

100℃以上の熱が必要です。一方、アミン含有ゲルを活用

した CO2 固体吸収剤では 50℃前後で CO2 を回収できます。

しかも相対湿度が高いほど回収効率が向上します。吸着・

分離に必要なのは、水蒸気を利用した圧力変化です。工場

の排ガスには水分が含まれ、一定の温度もあるため、工場

代表取締役CEO�梅原俊志さんと、取締役副CTO�本田竜太朗さん JCCL技術（固体吸収剤）と従来技術（化学吸収法）の違い

方式

プ
ロ
セ
ス

排熱
利用

アミン含有ゲル
（CO₂との温和な結合）

アミン吸収液
（CO₂との強固な結合）

容易
低品位排熱を利用可能 不可

JCCL 従来技術

減圧
C0₂
吸収

排ガス

低温
再生

低温
蒸気
～50℃

CO₂

加熱
C0₂
吸収

排ガス

高温
再生

高温
蒸気

120℃～

CO₂

冷却
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JCCLが2024年5月に製品化・販売開始したCO2回収装置（装置のサイズはどちらも4m×2m×1m程度）

膜分離プロセス 固体吸収プロセス

減圧蒸気スイーブ型膜分離性能評価装置（VSS1） 減圧蒸気スイング型CO₂回収装置（VPSA1）
CO₂透過膜でCO₂を＞99％に濃縮可能 固体吸収剤によりCO₂を＞99％に濃縮可能

処理ガス

水蒸気ガス

処理後ガス

回収ガス

処理ガス 水蒸気ガス

処理後ガス 回収ガス

● 空気中からの回収（ DAC ）用途を想定
● 他社製分離膜の性能評価も可能

● 工場排ガスからの回収に最適化したシステム
● 他社製CO₂吸収剤の性能評価も可能

の排ガスを活用したシステムを構築できれば、熱源設備を

新設しなくても CO2 の分離回収が可能になり、大幅な省エ

ネルギーが図れます。また、CO2 選択透過膜はアミン含有

ゲルを膜素材に塗布したもので、CO2 濃度が非常に低い空

気中から、濃度 4,000ppm の CO2 を純度 70％以上に濃縮

して回収できます。海外や国内で研究されているその他の

選択透過膜と比べても CO2 を選択して回収する能力（選

択率）が極めて高く、DAC（直接空気回収技術）にも活用

可能です。

　弊社の固体吸収剤と選択透過膜の両方を組み合わせるこ

とで、空気からでも純度 99％の CO2 を省エネルギーで回

収することが可能になります。分離回収コストもこれまでに

ない水準まで低減できると期待しています。

提携先と協力して量産化・安定供給を目指す
④実用化に向けてご苦労されたことなどがあれば教えて

ください。

◆　大学での研究成果を元に開発を進めてきましたが、そ

の成果を産業用として活用するには、効率よく分離回収で

きる装置として検討する必要があり、多くの検討作業が必

要でした。そこで私どもは、流量と回収可能な CO2 の量の

相関関係等を評価できるシミュレーターを独自に開発して、

その結果に基づいてプロトタイプの装置をつくる手法を取

り入れてきました。アカデミアの世界の研究を大事にしな

がらも、商業用として世に出すために、不良が出ない安定

した製品とすること、材料の調達が可能で量産に適した製

品とすること等を課題として開発を進めてきました。

⑤今後の課題と展望をお聞かせください。

◆　CO2 固体吸収剤を用いた分離回収装置については、小

型の検証用装置として、模擬排ガスあるいは排ガスからの

CO2 分離回収を実証できる製品を開発し、昨年販売を開始

しました。また、地元の西部ガス様等と連携し、メタネー

ションに活用できる CO2 分離回収装置を開発しており、今

年の春から 30kg/日の処理能力を有した製品を販売開始す

る予定です。現在は、処理能力の更なる大型化を目指して、

様々な企業等との提携を進めており、300kg/日、10t/日以

上の装置の開発に着手しています。加えて、CO2 選択透過

膜を使った分離回収装置の開発についても、この春から提

携先とともに新たな開発を進めていく予定です。

　大型設備の製造は、弊社だけではリソースが限られるた

め、化学技術や量産化が得意な提携先と協力して開発を進

めていきます。これらの技術を進化させ、世界中の CO2 排

出削減に貢献できるように努めていきます。
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空港の熱・電力需要に合わせたコージェネに更新
2005 年 2 月 17 日、愛知県常滑市の沖合に中部国際空

港（セントレア）が開港した。空港を中心とした人工島

には様々な施設があり、中部国際空港エネルギー供給㈱

が、旅客ターミナルビルへの電力供給を行うとともに、

機内食工場、航空局庁舎、事務所棟など 7棟の建物の需

要に応じて、冷・温水と蒸気の供給を実施している。

同社では空港の開港当初から、海水を各種機器の冷却

水として活用し、排熱活用に主眼を置いた能力のガスタ

ービンコージェネを導入して電力と熱の供給を実施して

きた。しかし供給開始から 15 年が経過して、コージェ

ネに経年劣化の兆候が現れてきたことを契機に、近年の

中部国際空港島地域

空港の熱・電力需要の特性等との適合状況を見直し、

2021 ～ 2023 年に更新工事を行ってガスエンジンコージ

ェネに入れ替えた。ここでは、空港への電力・熱供給を

最適化した、同社の設備更新について紹介する。

省エネルギーと非常時対策を同時実現
今回のリニューアルでは、①旅客ターミナルビル等に

おける熱・電力エネルギーコストの低減、②中部国際空

港のBCP強化、③機器導入費用の低減（資金調達の工

夫）、④将来的なカーボンニュートラルを見据え、さら

なる省エネ・省CO2 を達成するためのエネルギーシステ

ムの構築、という 4つの課題が設定され、更新計画が策

定された。旅客ターミナルビルは夜間の熱需要が少ない

一方、従来機のガスタービン発電機は 24 時間連続運転

が必要であった。その点、ガスエンジン発電機は需要に

応じて柔軟に発停することが可能で、効率的な運用が可

能であった。そこで、排熱量よりも発電能力を現在の需

要に合わせる形で、ガスタービン 4,500kWから高効率（49

％）のガスエンジン 7,500kWに切り替えを行うこととし

た。また、これまでは広域停電等の非常時に、エネルギ

ーセンターの電力が確保できる仕組みが整備されておら

ず、数千人もの一時滞在が発生する可能性がある旅客タ

全国熱供給エリア紹介◯28

コージェネの更新で空港への
エネルギー供給の最適化を図った地域熱供給

中部国際空港島地域中部国際空港島地域
中部国際空港エネルギー供給㈱中部国際空港エネルギー供給㈱
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討している。将来的には、空港全体で系統電力、太陽光

発電、コージェネのベストミックスにより、さらなるエ

ネルギー利用効率の最適化を図っていく構想である。そ

れと並行して、中部国際空港エネルギー供給㈱では、老

朽化が進んできた他の各種機器の見直しを進め、さらな

る効率化、CO2 排出削減を進めていく予定である。

ーミナルビルに対して冷暖房が継続できなくなる状態で

あった。そのため、導入するガスエンジンはブラックア

ウトスタート対応機種とし、非常時にエネルギーセンタ

ーに電力供給可能な仕組みを構築して熱の供給を持続可

能とした（旅客ターミナルビルは大規模の非常用発電機

を所持）。なお、排熱を活用していた蒸気タービン駆動

ターボ冷凍機・発電機（630RT＋ 250kW）は温水吸収

冷凍機（241RT）に入れ替え、ガスエンジンコージェネ

を中心に、蒸気ボイラ、蒸気吸収冷凍機、温水吸収冷凍

機、電動冷凍機、熱回収ヒートポンプ、蓄熱槽（合計

5,700㎥）の新旧機器を有機的に組み合わせた、効率的な

熱電併給システムへと更新が行われた。

ガスタービンを運転しながらのガスエンジン設置工事

は、設置スペースの確保や振動の発生といった様々な課

題が発生したが、一つずつ解決を図り無事に完了した。

大規模で高効率なコージェネの導入によって、一次エネ

ルギー消費量の削減率が 17.2％改善されるとともに、空

港の夏期の電力ピークも大幅にカットされ、エネルギー

コストの低減が図られた。導入費用については補助金（先

進的省エネルギー投資促進支援事業費補助金）を活用す

ることで、イニシャルコストの低減も実現された。

2050年までに空港全体でゼロカーボンを実現
中部国際空港では、2050 年度までにゼロカーボン実現

を目標とする「セントレア・ゼロカーボン 2050 宣言」

を策定している。特に空港内への再生可能エネルギー（太

営業地域図

コージェネ外観

熱・電力供給システムフロー図（赤字は今回の更新対象設備）

陽光発電）の段

階的な導入拡大

が進められてお

り、中部国際空

港エネルギー供

給㈱のコージェ

ネとの協調を検

熱回収ヒートポンプ
冷凍能力 300RT
加熱能力 1,270kW

電動冷凍機
800RT×2

海水利用設備

冷却塔

蒸気熱交換器

温水放熱用
　熱交換器

冷水放熱用熱交換器

機器冷却水

機器冷却水

蓄
熱
冷
水

冷
水

蓄熱冷水

蓄熱冷水

蓄熱温水

機
器
冷
却
水

蒸気

蒸気

発電機

温水

排ガス

蒸気
0.784MPa

冷水6℃

温水47℃

電力 6.6kV

蒸気ボイラ
15t/h×2、6t/h×1

蒸気ボイラ
15t/h×2、6t/h×1

排熱ボイラ
3t/h

都市ガス

電気

温水吸収冷凍機
241RT×1

ガスエンジンコージェネレーション
7,500kW×1

蒸気吸収冷凍機
800RT×2 、1,500RT×1
2,400RT×1、2,500RT×1

蒸気吸収冷凍機
800RT×2 、1,500RT×1
2,400RT×1、2,500RT×1

冷・（温水）
蓄熱槽 900 ㎥

冷水蓄熱槽 4,800 ㎥

　

更新前：ガスタービンコージェネレーション（4,500kW）+蒸気タービン駆動ターボ冷凍機・発電機（630RT+250kW）
更新後：ガスエンジンコージェネレーション（7,500kW）+温水吸収冷凍機（241RT）

エネルギーセンター

機用品棟機用品棟

設備棟設備棟CIQ棟CIQ棟

航空保安
受配電所
航空保安
受配電所

航空局庁舎航空局庁舎

機内食工場
（NAC）
機内食工場
（NAC）

第１セントレアビル第１セントレアビル

第２セントレアビル第２セントレアビル

ホテルホテル アクセス
プラザ
アクセス
プラザ

PTB
（旅客ターミナルビル）

PTB
（旅客ターミナルビル）

合同庁舎合同庁舎

貨物事務所棟貨物事務所棟

熱供給ルート
電力供給ルート
熱供給先建物
熱・電力供給先建物
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News Flash

開催地 福岡 名古屋
開催日 11月27日（木） 12月1日（月）

施設見学先 福岡エネルギー
サービス㈱ 天神
第2熱源センター
（ONE FUKUO
KA BULD.内）

東邦ガス㈱ みな
とアクルスエネ
ルギーセンター

プログラム
①当協会による熱供給事業の概要説明

②施設見学
参加人数 11名 12名

表2「環境と防災対策を両立させるエネルギーまちづくりセミナー」開催概要
開催日 2026年1月26日（月）14:00-17:30

開催形式 オンライン（Zoom ウェビナー）

プログラム 【政策編】
「熱供給事業の動向とSHK 制度について」
　谷本大地氏（経済産業省 資源エネルギー庁 電力・ガス事業部 政策課 熱供給産業室 企画係長）
「まちづくりGX ～都市の脱炭素化の推進～」
　川合健太氏（国土交通省 都市局 都市環境課 環境政策企画係長）
「東京都の地域における脱炭素化に関する計画制度について」
　上原麻衣子氏（東京都 環境局 気候変動対策部 地域エネルギー課長）
【事例編】
「新さっぽろ駅周辺地区のまちづくり計画と新さっぽろエネルギーセンターの貢献」
　田村尚己氏（札幌市 まちづくり政策局 都市計画部 事業推進課長）
　辻榮朝香氏（北海道ガス㈱ エネルギーシステム部 エネルギーシステムG 主任）
「鹿児島市『キラメキテラス』開発のコンセプトと環境にやさしく、災害に強いエネルギーの面的供給システムの採用」
　川崎誠氏（南国殖産㈱ 不動産事業部 施設管理課 課長）
「むつざわスマートウェルネスタウン拠点形成事業における面的エネルギーシステムの導入と効果」
　嶋野崇文氏（パシフィックパワー㈱ 代表取締役社長）
【業界情報】
「持続可能なまちをつくる地域熱供給プラットフォーム」
　古川美喜男（（一社）日本熱供給事業協会 調査企画部長）

参加人数 364名

資源エネルギー庁主催セミナーを
全国2都市およびオンラインで開催

展示会「エコプロ2025」に資源エネルギー庁ブースを出展

当協会では、経済産業省資源

エネルギー庁の「令和７年度省

エネルギー促進広報事業（地域

最適エネルギー需給システムの

導入による省エネルギー促進情

報提供事業）」を受託し、全国 2

都市における施設見学付きセミ

ナーと、オンラインセミナーを

開催しました。施設見学付きセ

ミナーの開催概要は表 1の通り

で、合計 23 人の方々にご参加

いただきました。また、オンラ

インセミナーの開催概要は表 2

の通りで、364 人の方々にご参

加いただきました。

ご参加の皆様ならびにご協力

をいただいた関係者の皆様には、

改めて御礼申し上げます。

当協会では、topics ①と同じ広報事業の一環として、地

域熱供給のPRおよび認知度向上を目的に、展示会「エコ

プロ 2025」に資源エネルギー庁ブースを出展しました。

会期は 2025 年 12月 10日（水）から12日（金）までの 3

日間で、会場は東京ビッグサイト東ホールでした。会期中

は約 6万人の方々が会場を訪れ、当ブースにも多くの方に

お立ち寄りいただき、展示物の説明を行いました。

説明員としてご協力いただきました会員事業者の皆様

に、改めて御礼申し上げます。 ブース全景。地域熱供給の導入メリットのパネル展示等を実施

当協会会議室での配信の様子

表1「�熱がつなぐ、脱炭素と安心のまちづくり 地
域熱供給セミナー＆施設見学会」開催概要
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3

日本熱供給事業協会ホームページ https://www.jdhc.or.jp/

都市東京事務所長会の例会においてプログラム提供および講演を実施

「熱供給事業における
DX事例報告会」を開催

4

当協会では、2025 年 11月 7日（金）、

全国都市会館（東京都千代田区）にて

開催された、地方自治体の東京事務所

長で構成される団体「都市東京事務所

長会」（加盟数：75 事務所）の令和 7

年度第 3回例会において、下表のとお

りプログラム提供と講演を行いました。

例会当日は地方自治体の東京事務所長

（もしくは代理者）42 名の皆様にご参

加いただきました。本例会を通して、

地方自治体の皆さまに対し地域熱供給・

エネルギーの面的利用の導入効果や実

例を紹介することができ、非常に有意

義な機会となりました。

当協会は、2026 年 1 月

23日（金）、東京ガス㈱本

社（東京都港区）の大会議

室で、会員事業者を対象に

「熱供給事業におけるDX

事例報告会」を開催しまし

た。当協会では 2023 年 11

月に「DX研究会」を設置し、

業界内におけるDXの取組

みを調査・情報収集して「熱

供給事業におけるDX事例

集」を作成しました。本事

表　「熱供給事業におけるDX事例報告会」プログラム
開会挨拶　松原浩司（（一社）日本熱供給事業協会 専務理事）
「DX研究会活動報告」：鶴崎将弘（（一社）日本熱供給事業協会 技術部長）
「事例発表（検針請求業務）」：阿野剛士氏（Daigasエナジー㈱）
「事例発表（バックオフィス業務）」：山口雄一郎氏（東京都市サービス㈱）
「事例発表（運転管理業務）」：�曽我勇太氏（東京電力エナジーパートナー㈱） 

武田優夏氏（丸の内熱供給㈱）
「事例発表（設備保全業務）」：小野二朗氏（福岡エネルギーサービス㈱）
閉会挨拶　福田琢也氏（DX研究会委員長・Daigasエナジー㈱）

表　都市東京事務所長会令和7年度第3回例会プログラム
「エネルギーの面的利用・地域熱供給の概要、脱炭素貢献について」
　古川美喜男（（一社）日本熱供給事業協会 調査企画部長）
「佐賀市が目指す持続可能な脱炭素・資源循環のまちづくり」
　前田修二氏（佐賀市 環境部 GX推進課 政策推進室 室長）
「廃棄物エネルギーを活用した地域熱供給事業」
　江川貴章氏（北海道地域暖房㈱ 生産本部 生産管理課 課長）

会場の様子

前田氏

江川氏

会場の様子

例を会員事業者に紹介し、

今後のDX推進の参考とし

ていただくために報告会を

実施しました。当日は入口

付近で、事例集に掲載され

ている企業10社にブース出

展をいただき、DX関連の

製品・サービスの情報収集

の機会を提供するなど、業

界全体のDX推進に寄与す

る有意義な機会となりまし

た。
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“地域熱供給”のバーチャル工場見学サイトが開設されました！

この施設は下記エリアで熱供給を受けています

東京臨海副都心地域
（東京臨海熱供給㈱）

TOYOTA ARENA TOKYO
TOYOYA ARENA TOKYOは、昨年10月にお台場
エリアの「青海」に開業した次世代型スポーツア
リーナだ。Bリーグ「アルバルク東京」のホーム
アリーナであるとともに、様々なスポーツやコン
サート等の会場としても活用される。「圧倒的な
面積を誇るLEDビジョン」や「上質なホスピタリ
ティ・サービス」により、ライブエンターテイメ
ントの興奮や感動を増幅させ、これまでにない観
戦体験を提供する。世界に向けて新たな文化を発
信していくこの最新鋭施設でも、大幅なCO2排出
削減に貢献する地域熱供給が採用されている。

①インタビュー
最近の熱供給事業者別排出係数制度の動向と活用への期待
松井 充希（資源エネルギー庁 電力・ガス事業部 ガス市場整備室）

②レポート
　2050年カーボンニュートラルを目指して。
　清掃工場廃熱を活用した地域熱供給普及への期待
一般社団法人 日本熱供給事業協会

特　集

清掃工場廃熱を活用した地域熱供給の
普及拡大について考える

ⒸTOYOTA ARENA TOKYOⒸTOYOTA ARENA TOKYO


